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8.3 農地排水対策および浚渫土砂有効活用対策の合併対策案の検討結果 

前述において、干潟排水対策と浚渫土砂の有効利用案についてそれぞれ検討を行ったが、これらの

対策案を複合的に検討する場合もあり、その中で当地区（豊川地区）において考えられる参考案（合

併案１、２）を示す。効率よく澪の管理をするために案２のように澪を１本化する必要があり、案３

を目標に内水域の排水計画を再構築する。また、五丁川の流域が小さく澪を維持するためのフラッシ

ュ水が不足している対策として、実績のある案４（タイドプール）を設置する。さらに、浚渫により

発生した潟土を案Ａ、案Ｂのように利活用することで環境改善を図ることを目標とする。 

これらの対策案を参考に、湾奥部全体的な参考案を合併案１、２に示す。 
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